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１．情報通信のパラダイム変化

（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化／ﾓﾊﾞｲﾙ化／ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ化）
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デバイスでは、３０年前のスパコンの性能を遥かに凌駕する情報通信端末が普及

ネットワークでは、固定・移動とも、通信速度が１５年で１，５００倍
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1,500倍（64K→100M）／１５年

1,500倍（64K→100M）／１５年

ADSL
(1.5M～）

相互作用
通信速度

1985年

２４倍
６～７倍

１／50,000

（出典）米ＣＲＡＹ社、台湾ＨＴＣ社発表資料

LTE：Long Term Evolution（3.9世代携帯電話）



アプリケーションサービス の グローバルプレイヤー

主要プレイヤーは、海外プレイヤー（グローバルプレイヤー）

→携帯ビジネスでは、グローバルプレイヤーが端末とコンテンツ・アプリをセットにした
新たなビジネスモデルで日本市場へ参入

各社売上高（2008年度)

（注） 海外企業の売上高は2009年3月末レートにて換算（1$=98円、1€= 130円）

ｍｉｘｉ
楽天

Google
1.8兆円

ドワンゴ 0.03兆円

0.2兆円
0.01兆円

（着うた、ニコニコ動画等）

Microsoft

5.9兆円
Apple

Amazon
2.1兆円

3.2兆円

ポータル・検索
ブログ・SNS、

SaaS等
電子商取引・
オークション

コンテンツ配信 ・・・

・・・

パソコン テレビ 携帯 スマートフォンゲーム

コンテンツ・アプリケーションサービス

Nokia

6.6兆円

Yahoo Japan
0.3兆円

iモード

DeNA
0.04兆円

市
場
規
模

時間軸

コンテンツ・アプリ

ネットワーク
端 末

携帯キャリアが
垂直統合モデルで
日本市場を創造

コンテンツ・アプリ

ネットワーク

端末※

（例）Apple：i-Phone + App Store
Google：Android携帯 + Android Market 等

？

ビジネスモデル
の革新

端末とコンテンツ・アプリ（ウィジェット等）のセット
提供に見られるネットワークフリーの垂直
統合モデル

＜事例：携帯ビジネス＞
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グローバル市場におけるモバイル化の進展

5

モバイル契約数は４６億、固定の１２億を大きく上回り、更に拡大する見込み

特に、経済成長を遂げる新興国（ＢＲＩＣｓ等）や途上国（アフリカ等）ほど、その傾向は顕著

27% 24%

30%

36%

19%

73%
76%

70%

64%

81%

日本

アジア・中東（日本除く）
ＥＵ27

米国

中南米

※円グラフは、固定・モバイルの契約数比率 <2008年実績>
モバイル固定

8%

92%

アフリカ

（円の大きさは、固定・モバイル契約数を表す）

（出典）ITU World Telecom/ICT Indicators (99-08)、ITU The World in 2009 Facts and Figures

契約数の推移（世界合計）
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固定

モバイル

（ＣＡＧＲ：２６％）

５億

1999年

４０億

４６億

９億
１３億

１２億
（ＣＡＧＲ：４％）

（1.1億）

（0.5億）

（5.7億）

（1.5億）

（2.7億）

（4.6億）

（1.1億）

（18.1億）

（2.3億）

（6.1億）

（0.3億）

（3.7億）

※ＣＡＧＲ：Compound Annual Growth Rate（年平均成長率）

億契約



ブロードバンドアクセスの普及・多様化

（出典）契約数は総務省「ブロードバンドサービス等の契約数の推移（2009年6月末現在）」等より作成

（注）速度に関する数値は商用サービスの速度であり､ベストエフォートでの最大値。なお、ＬＴＥは商用化前であり、カテゴリ３のピークレート。

DSL：NTT東 ﾌﾚｯﾂADSL等、FTTH：NTT東 フレッツ 光ネクスト ファミリー・ハイスピードタイプ等、CATV：J:COM等
携帯電話：NTTﾄﾞｺﾓ FOMAﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞ等、公衆無線LAN：NTT東 ﾌﾚｯﾂｽﾎﾟｯﾄ等、
WiMAX：UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ「UQ WiMAX」（2009年7月よりｻｰﾋﾞｽ提供開始。全国主要都市へｴﾘｱを拡大中）
次世代ＰＨＳ：ｳｨﾙｺﾑ「WILLCOM CORE XGP」（2009年10月より都内山手線内の一部ｴﾘｱでｻｰﾋﾞｽ提供開始）

ＤＳＬ
（約１１００万）

～50Mbps ～200Mbps ～160Mbps

インターネット・ブロードバンドネットワークインターネット・ブロードバンドネットワーク

ＦＴＴＨ
（約１６００万）

携帯電話
（約１億８００万）ＣＡＴＶ

（約４００万）

公衆無線ＬＡＮ
（約８００万）

ＷｉＭＡＸ・
次世代ＰＨＳ

～20Mbps
（次世代PHS）

～54Mbps

～100Mbps
（LTE）

～7.2Mbps

～40Mbps
（ＷｉＭＡＸ）

モバイル系
ブロードバンドアクセス

固定系
ブロードバンドアクセス

お客様

日本のブロードバンドアクセスは固定系・モバイル系のトータルで１．５億契約に達する

０.３億 契約 １.２億 契約
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ブロードバンドの利活用の遅れ
• 米・英・韓と比べ、教育、行政、医療等の分野でのブロードバンド利活用の進展に遅れ

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ人口普及率：日本は総務省「H20通信利用動向調査（2008年末時点）」、米・英・韓はITU「Measuring the information society the ICT development index（2007年時点）」
校内LAN整備率 ：文科省「学校教育における情報教育の実態等に関する調査結果（日本は2009年3末時点、米・英・韓は2005年時点）」
所得税の電子申告率：日本は国税庁「平成20年度におけるe-Taxの利用状況について」、米・英・韓は各社報道より
電子カルテ導入率 ：IT戦略本部「医療・社会保障分野のIT戦略（日本は2005年10月時点、米・英は2006年、韓は2005年時点）」

ホーム
・

オフィス

教育

行政

医療

校内ＬＡＮ
整備率

所得税の
電子申告率

電子カルテ
導入率

（診療所のみ）

インターネット
人口普及率

約７５％

約６４％

約３１％

約８％

利用シーン端末機器
ｺﾝﾃﾝﾂ・

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

遠隔病理診断遠隔病理診断

ｅラーニング・
遠隔授業

ｅラーニング・
遠隔授業

ブログ・SNS、
SaaS等

ブログ・SNS、
SaaS等

コンテンツ配信コンテンツ配信

ポータル・検索ポータル・検索

電子商取引・
オークション

電子商取引・
オークション

デジタル教材デジタル教材

電子政府・
自治体

電子政府・
自治体

ｵﾝﾗｲﾝﾚｾﾌﾟﾄ・
電子カルテ

ｵﾝﾗｲﾝﾚｾﾌﾟﾄ・
電子カルテ

約７３％

約９４％

約６０％

約２６％

約７２％

約８７％

約５０％

約９４％

約７６％

約１００％

約８０％

約８５％

参考指標

※企業のネット利用率は約９９％

≒

ギャップ
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情報通信産業の市場規模と構造変化

情報通信産業は、経済成長に貢献

機器製造や情報サービス等が伸長。電気通信キャリアはブロードバンド化等を通じてその拡大を後押し

* 携帯端末・パソコン・テレビ等の製造やソフトウェア・情報処理サービス等の売上げ（電子商取引等は情報通信産業にはカウントされない）

日本日本 情報通信産業情報通信産業

2001年 2007年

104兆円

放 送

940兆円
1068兆円

2001年 2007年

104 129
18.0

+128兆円

（+14%）

+25兆円

（+24%）

+25兆円
（+24%）

伸びの大半は、
機器製造や
情報サービス等＊

市
場
規
模

市
場
規
模

（各産業の実質国内生産額合計） （情報通信関連事業の実質国内生産額合計）

（出典）情報通信白書（2009）

電気通信

情報通信 3.3

82.7

129兆円

3.8

105.1

19.9
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情報通信市場のパラダイムの大転換

政策政策

プレイヤープレイヤー

ＮＴＴネットワークの接続規制による
競争政策

ＮＴＴネットワークの接続規制による
競争政策

国内の通信キャリア
（約１０兆円*1）

国内の通信キャリア
（約１０兆円*1）

市場・技術、プレイヤーの変化に対応して、電話時代の政策からの
転換が必要 （サービス向上/市場創造、国際競争力の視点が必要）

市場・技術、プレイヤーの変化に対応して、電話時代の政策からの
転換が必要 （サービス向上/市場創造、国際競争力の視点が必要）

国内の通信キャリアだけでなく、海外のグローバルプレイヤー
を含め多くのプレイヤーが割拠

（約１３０兆円*2、うち通信キャリア：約２０兆円）

国内の通信キャリアだけでなく、海外のグローバルプレイヤー
を含め多くのプレイヤーが割拠

（約１３０兆円*2、うち通信キャリア：約２０兆円）

１９９０年代 ２０００年代

市場市場 ネットワークサービス（電話）ネットワークサービス（電話） コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（デジタル化、ＩＰ化、ブロードバンド化）

コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（デジタル化、ＩＰ化、ブロードバンド化）

ネットワークネットワーク

音声

固定 ＮＴＴ
ＫＤＤＩ（旧ＤＤＩ）

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（旧日本ﾃﾚｺﾑ）

インターネット

固定 移動

ＩＳＰ

Cisco, Juniper 等

Apple, Google, RIM, Nokia 等

Acer, Asus, HP, Dell 等

Samsung 等

Amazon, Yahoo 等

Apple, Google, Nokia 等

Google, Yahoo, Microsoft 等

Facebook, Salesforce.com 等

電話、Ｆａｘ

携帯

パソコン

テレビ

交換機

ルータ

コンテンツ・
アプリケーション

コンテンツ・
アプリケーション

端末端末

サーバ

国内通信キャリア

電話

多様なグローバルプレイヤー

ミスマッチ

電子商取引

コンテンツ配信

ポータル・検索

ブログ・SNS、SaaS等

コンテンツ・アプリ

*1 1999年度の国内通信キャリア（NTT、DDI・KDD、日本ﾃﾚｺﾑ）の売上高合計（出典：各社決算値） *2 2007年度の情報通信関連事業の実質国内生産額（出典：2009情報通信白書） 9



サービス、技術、市場の変化と規制

サービス
・技術

市場

規制

●ＮＴＴ県内通信網のＮＣＣへの
接続義務

●固定電話の設備開放の推進
（ドライカッパ、ダークファイバ等）

設備競争
・固定ブロードバンドも携帯も、投資リスクを取った
事業者が本格的に競争してサービスが普及

（市
場
画
定
）

（設
備
開
放
）

●携帯を固定から分離
・ドコモをＮＴＴから分社

●県内と県間に分離
・東、西、コムに分社

●長距離電話に焦点

市場の細分化（電話ベース）

接続（資産の貸出義務）

ブロードバンド・ＩＰ時代に相応しい
ルールへの見直しが必要

（
固

定

）

（
携

帯

）

Ｇｏｏｇｌｅ、
Ａｐｐｌｅ等

ＮＴＴ民営化時（1985年） ＮＴＴ再編成時（1999年） 2000年以降ドコモ分社時（1992年）

デジタル化 ＩＰ化・グローバル化

DDI JT

ＮＴＴ

DDI JTNTTCom［県
間
］

［県
内
］

NTTCom

Kｵﾌﾟﾃｨｺﾑ

J:COM

eｱｸｾｽ

eﾓﾊﾞｲﾙ

ｳｨﾙｺﾑ

ドコモ

セルラー

ＩＤＯ

ツーカー

ドコモ
セルラー・ＩＤＯ

ツーカー

Ｊフォン（vodafone）

（
融
合
市
場
）

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾎﾝ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｰｶｰ
au（KDDI）

現在
（2009）

NTT東 NTT西

サービス融合（ＩＰ／グローバル）

・ＦＭＣ、通信放送融合、県内・県間融合等

ド
コ
モ

KDDI

ＮＴＴ東 ＮＴＴ西

10

固定ブロードバンド
ブロードバンドサービス

携帯ブロードバンド

ｿﾌﾄ
ﾊﾞﾝｸ

DDI JT［長
距
離
］

［市
内
］ＮＴＴ

電話時代のルール

電話サービス



35%

15%

22%

16%

12%

40%

8%

24%

14%

15%

33%

9%

21%

13%

24%

45%

21%

23%

8%
3%

全国シェア

固定ブロードバンド・携帯の競争状況

固定ブロードバンドおよび携帯は競争が進展
- 固定ブロードバンドのＮＴＴのシェアは全国で５０％（特に競争の激しい近畿圏/首都圏は４１/４８％）

- 携帯（ＰＨＳ含む）のＮＴＴドコモのシェアは４８％

固定ブロードバンド 携帯（ＰＨＳ含む）

（出典）総務省 電気通信事業分野の競争評価、TCA（電気通信事業者協会）統計データ等より作成 11

競 争 が 激 し い エ リ ア で の シ ェ ア

東日本（首都圏以外）西日本（近畿圏以外）

全国シェア

ドコモ

ＫＤＤＩ

ソフトバンク

ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ
ｳｨﾙｺﾑ

近畿圏

上 記 以 外 で の シ ェ ア

NTTｼｪｱ
：４１％

NTTｼｪｱ
：50%

NTTｼｪｱ
：５０％NTT

光

NTT
DSL

他社
DSL

CATV

他社
光

全国
（3,091万契約）

（546万契約）

（935万契約）

全国
（11,453万契約）

首都圏

NTTｼｪｱ
：４８％

NTTｼｪｱ
：66%

（1,082万契約）

（528万契約）

※ 近畿圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、滋賀県
首都圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県

※ 固定ブロードバンドの契約者数は2009.6末、携帯の契約者数は2009.11末。
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２．今後に向けて



ＮＴＴグループの取組み

固定： - NGNを光の提供エリア全域に拡大（2011年3月）、約 ９ 割のエリアのお客様が利用可能に
- ＡＤＳＬを加えると９８％超をカバー（2009年9月）

携帯： - FOMAハイスピードエリアを全国に拡大（2008年12月）
- 2010年12月にはより高速広帯域のLTEを提供開始し、携帯の更なるブロードバンド化を推進

ブロードバンドネットワークは世界の最先端に

カ
バ
ー
率

光ブロードバンド 携帯ブロードバンド

カ
バ
ー
率

FOMAハイスピード
（最大7.2Mbps）

2011年
3月

ＬＴＥ提供開始
（2010年12月予定）

・HSPA提供開始
（2009年6月）

ＮＧＮが既存光提供
エリア全域をカバー

2014年度に
人口カバー率約50%

2008年
3月

約90％

2009年
3月

2010年
3月

2011年
3月

2008年
3月

2009年
3月

2010年
3月

LTE：Long Term Evolution（3.9世代携帯電話）

フレッツ光ネクスト（ＮＧＮ）
（最大100Mbps～）

100％

HSDPA全国カバー
（2008年12月）

9月末 9月末

◆

NGN提供開始
（2008年3月）

Bフレッツ
（最大100Mbps）

HSDPA：High Speed Downlink Packet Access HSPA：High Speed Packet Access

ＬＴＥ
（最大37.5Mbps～）

（最大100Mbps～）
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ＡＤＳＬを加えると９８％超



b） 「サービス」のグロー

バル提供力

b） 「サービス」のグロー

バル提供力

a） 「ハード」の海外での

競争力

a） 「ハード」の海外での

競争力

ブロードバンドを活用した新たなエコシステムの創造

例：ポータル、電子商取引
（Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｍａｚｏｎ等） ・企業にとって中間財として

のＩＣＴ利活用

・消費者に便利・低廉・安全

なサービスを提供

・企業にとって中間財として

のＩＣＴ利活用

・消費者に便利・低廉・安全

なサービスを提供

国内の成功モデルを
グローバル展開

社会ｲﾝﾌﾗの創造には、ﾘﾃﾗｼｰの違いやﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ
の方々に配慮したﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝが前提

高速・低廉な
世界最先端の

ブロードバンドインフラ

c）ＩＣＴを触媒とする新しい摺り合わ

せ型の社会インフラ（市場／サービス）

の創造

c）ＩＣＴを触媒とする新しい摺り合わ

せ型の社会インフラ（市場／サービス）

の創造
例：携帯端末・サーバー

（Ｓａｍｓｕｎｇ等）

社会的課題の克服（少子高齢化等）

と新しいエコシステムの創造

部材の低廉化や機能・性能の選別等、
相手国の経済状況や文化・ニーズとの
マッチングが必須

教育教育

ｴﾈﾙｷﾞｰｴﾈﾙｷﾞｰ

交通交通

環境環境

医療医療

農水産 等農水産 等

Ｐｏｗｅｒｅｄ ｂｙ ＩＣＴ

世界から多様な人材、
資金・資源を誘引

利活用

<規制見直しとセット>
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ハードやサービスの単独でのグローバル展開に加えて、ブロードバンドを活用した新たなエコシ
ステムを創造し、国際競争力を強化
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ＩＣＴ教育

学校

ｅラーニング

ＩＴＳ
車車間通信

路車間通信

屋外カメラ

直流給電住宅

スマートグリッド

家庭
電気自動車

ホームＩＣＴ

エネルギー管理
（家庭）

サービス創造に向けてのＮＴＴの取組み

関連業界とのコラボレーション（協業）を通じてサービス創造を推進

教育や医療等の分野でブロードバンドを活用したエコシステムの実現に向けて貢献

地域医療連携

病院

診療所電子カルテ

遠隔医療

事務機器ＰＣ／サーバ

照明

エレベータ

オフィス

エネルギー管理
（オフィス）

自家発電

医療

交通

教育

環境・エネルギー

ブロードバンド
を利活用



■

■

■
■
■■

北米・南米欧州

アジア

グローバルの取組みを強化

・ICTソリューション拠点数： 19都市
・社員数： 約1,800名

・ICTソリューション拠点数： 33都市
・社員数： 約4,100名

・ICTソリューション拠点数： 41都市
・社員数： 約3,800名

■
■

■

■■
■

■

ソリューション拠点

データセンタ■

直近2年間の
開設拠点

主な出資先

■
■

■

■

■

■

■

■

■
■

■

■

■

■

ＮＴＴグループの取組み

亜・米・欧に拠点を展開し、グローバルなICTソリューションを提供

携帯電話サービス、携帯向けコンテンツ配信等のアプリケーションサービスをグローバルに展開
－ インドのタタ、フィリピンのＰＬＤＴ等、アジアを中心に海外展開を実施

今後、ブロードバンドを活用したエコシステムをグローバルに展開

・ｱｲﾃﾘｼﾞｪﾝｽ〔ﾄﾞｲﾂ〕
：SAPｿﾘｭｰｼｮﾝ 等

・ｻｰｸｴﾝﾄ〔ﾄﾞｲﾂ〕
：自動車、金融業等向けSI/ITｺﾝｻﾙ 等

・PLDT〔ﾌｨﾘﾋﾟﾝ〕：固定・携帯事業

・ﾀﾀ(TTSL/TTML)
〔ｲﾝﾄﾞ〕：

・KT〔韓国〕：

・ﾍﾞﾘｵ/NTTｱﾒﾘｶ〔米国〕
：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙTier1ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ、ﾎｽﾃｨﾝｸﾞ

・ﾊﾟｼﾌｨｯｸｸﾛｯｼﾝｸﾞ〔米国〕
：日米間海底ｹｰﾌﾞﾙ

固定・携帯事業
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APG

HSCS

PC-1

（主な出資先） （主な出資先） （主な出資先）

※HSCS：Hokkaido-Sakhalin Cable System、PC-1：Pacific Crossing - 1、APG：Asia-Pacific Gateway（2011年運用開始予定）



パラダイムシフトと市場創造

情報通信分野は技術革新やビジネスモデルの変化のスピードが速く、パラダイムシフトが生起

既存のパイの奪い合いではなく、新たな市場創造を通じたパイの拡大が必要

時間軸

市
場
規
模

市場の創生

市場の成長

市場の成熟化

イノベーション・
変動リスクの取り込み

複数のプレイヤー
が市場に参入

プレイヤーによる
既存のパイの奪い合い

市場の活性化

（新市場の創造）

★

★

★
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パラダイムシフト

ＩＰ・ブロードバンド時代に相応しいルールへの転換が必要


